























































































































































































































































































年度 2014 2015 2016 2017
学校数
単位：校
一般高校 1,520 1,537 1,545 1,556
特殊目的高校 143 148 152 155
特性化高校 499 498 497 491
自律高校 164 161 159 158
計 2,326 2,344 2,353 2,360
生徒数
単位：人
一般高校 1,314,073 1,278,008 1,256,108 1,193,562
特殊目的高校 66,928 67,529 67,607 67,960
特性化高校 313,449 302,021 290,632 274,281
自律高校 144,922 140,708 138,110 133,896
計 1,839,372 1,788,266 1,752,457 1,669,699
高等教育機関進学率
単位：％
一般高校 78.7 78.9 78.0 77.3
特殊目的高校 59.6 58.4 55.9 56.9
特性化高校 37.9 36.1 35.0 32.8
自律高校 75.7 75.8 74.9 73.5
計 70.9 70.8 69.8 68.9
就職率
単位：％
一般高校 9.4 10.1 10.1 9.4
特殊目的高校 44.9 48.7 52.4 54.7
特性化高校 72.3 72.2 71.5 74.9
自律高校 4.1 3.1 2.8 3.2
計 33.5 34.3 33.9 34.7
出典：韓国教育開発院『教育統計年報』各年版より筆者作成
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大分類  12. 宿泊・旅行・娯楽  13. 飲食サービス   14. 建設 
            
中分類      01. 食飲料調理・サービス     
            
            
小分類  01. 飲食調理   02. 食飲料サービス   03. 外食経営 
            
            
細分類  01. 韓食調理  02. 洋食調理 03. 中食調理  04. 日食・フグ調理
          
            
能力単位  01. 日食酢の物  02. 日食あえ物 03. 日食吸い物  ・・・ 















































































































































































































































































































































































































































































































































田中 光晴・National Competency Standards を基盤とする高校職業教育課程について
度であり，複数の教科をそれぞれ束ねて運営するこ
とで週当たりの履修科目数を減らし，子供の学習負
担を軽減することとともに効率的な学習をおこなえ
るようにすることをねらった制度である．
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